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2005年2月21日 
公正貿易センター 

＜対日アンチ・ダンピング情報＞＜対日アンチ・ダンピング情報＞＜対日アンチ・ダンピング情報＞＜対日アンチ・ダンピング情報＞    
－公正貿易センター・レポート－ 
（第１４０号  ２００５年 １月度） 

 
当センターが各国官報等により把握しました2005年1月度の世界各国の日本製品に対するアンチ・ダン
ピング(ＡＤ)措置等に関する情報を下記の通り取りまとめましたので、ご送付申し上げます。 

（お問合せ先：℡03-3591-4550） 
 
Ⅰ  主なトピックス 
 
    １．米国：「船外機」のＡＤ損害調査で“損害なし”を最終決定（速報）  
         ・ＩＴＣ（国際貿易委員会）は2月2日、「船外機」のＡＤ損害調査（2004年2月4日調査 
           開始）において、“損害なし”との最終決定を下した。 
 
    ２．米国：「船外機」のＡＤ価格調査で“ダンピング有り”を最終決定（前号で速報）  
         ・商務省は1月4日、「船外機」のＡＤ価格調査（2004年2月4日調査開始）において、 
           “ダンピング有り”との最終決定を下し、正式公告した。 
               ＊商務省のこの最終決定後に、上記のＩＴＣの損害調査において“損害なし”との 
                 最終決定が下されたことにより、ＡＤ措置はとられることなく調査は終結となる 
                 ことになった。 
 
    ３．米国：「鉄鋼厚板」「可鍛鋳鉄管継手」のＡＤ措置へのサンセット見直し開始   
         ・商務省及びＩＴＣは1月3日、「鉄鋼厚板(2000年2月10日ＡＤ措置開始)」と「可鍛鋳 
           鉄管継手(2000年2月28日ＡＤ措置継続開始)」に対するＡＤ措置に関して、サンセット 
           見直し（措置失効に関する見直し）の開始を公告した。尚、「可鍛鋳鉄管継手」は1999年 
           に続き２巡目のサンセット見直しとなる。 
 
    ４．カナダ：「ステンレス丸棒」のＡＤ措置撤廃を決定   
         ・国際貿易裁判所（ＣＩＴＴ）は1月18日、「ステンレス丸棒」に対するＡＤ措置に関す 
           る見直しを行った結果として、カナダ国内産業が同産品の生産を取り止めていることに 
           に基づき、「ステンレス丸棒」へのＡＤ措置の撤廃を決定した。 
 
    ５．中国：「光ファイバー」のＡＤ調査で“ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り”を最終決定（前号で速報）   
         ・商務部は1月1日、「光ファイバー」のＡＤ調査（2003年7月1日調査開始）において、 
          “ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り”との最終決定を下し、1月1日より５年間のＡＤ税賦課を公告した。 
 
    ６．中国：「トリクロロエチレン」のＡＤ調査で“ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り”を仮決定（前号で速報）  
         ・商務部は1月7日、「トリクロロエチレン」のＡＤ調査（2004年4月16日調査開始）に 
           おいて、“ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り”との仮決定を下し、暫定ＡＤ措置を公告した。 
 
    ７．中国：「ＴＤＩ」のＡＤ措置期中見直しを開始（速報）  
         ・商務部は2月3日、「ＴＤＩ（ﾄﾘﾚﾝｼﾞｲｿｼｱﾅｰﾄ）」のＡＤ措置（2003年11月22日ＡＤ税 
           賦課決定）に関し、ダンピング・マージンに関する期中見直し開始を公告した。 
 
    ８．韓国：「ＰＳ印刷版」のＡＤ措置撤廃を勧告  
         ・貿易委員会は1月26日、「ＰＳ印刷版」に対するＡＤ措置(2002年3月14日から3年間 
           のＡＤ措置継続開始)に関して、措置失効に関する見直しの結果、ＡＤ措置の撤廃を決定し、 
           財政経済部へ勧告した。この「ＰＳ印刷版」は1993年のＡＤ措置開始からこれまで2回の 
           措置失効に関する見直しが行われ、過去2回とも措置継続となっていたものである。 
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    ９．インド：「鉛蓄電池」のＡＤ措置撤廃を決定  
         ・大蔵省は1月4日、「鉛蓄電池」のＡＤ措置（2002年1月2日ＡＤ税賦課決定）に対する 
           商工省の中間見直しの結果（日本の輸出価格は正常価額以下、国内産業は損害に直面して 
           おらず、措置の撤廃による損害の再発のおそれはない）に基づき、ＡＤ措置の撤廃を決定 
           した。 
 
  １０．インド：「ＴＤＩ」のＡＤ調査で“損害なし”を最終決定  
         ・商工省は1月18日、「ＴＤＩ（ﾄﾘﾚﾝｼﾞｲｿｼｱﾅｰﾄ）」のＡＤ調査（2003年10月20日調査開始） 
           において、“損害なし”と最終決定を下し、ＡＤ税賦課を大蔵省へ勧告しないことを決定し 
           た。 
 
  １２．台湾：「アート紙」のＡＤ措置への措置失効に関する見直し開始  
         ・台湾当局は1月19日、「アート紙」に対するＡＤ措置(2000年7月20日ＡＤ措置開始)に 
           関して、措置失効に関する見直しの開始を決定した。 
 
 
 
Ⅱ 主要4ヶ国の官報での、対日ＡＤ案件等の１月度掲載事項 
  
  １．米１．米１．米１．米    国（国（国（国（Federal RegisterFederal RegisterFederal RegisterFederal Register））））    
        Vol. 70, № 1 ～ № 19 （2005.1.3.～ 2005.1.31.） 
 
      (1) ＡＤオリジナル調査：    
 
           ①商務省：ＡＤ価格調査最終決定（ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ有り）の公告 
               70 FR 326 (2005.1.4.),  Effective Date：2005.1.4. 
               ・船外機 
                    ［商務省：A-588-865 Outboard Engines］ 
 
           ②ＩＴＣ：ＡＤ損害調査最終決定局面ｽｹｼﾞｭｰﾙ変更の公告 
               70 FR 1739 (2005.1.10.),  Effective Date：2005.1.5. 
               ・船外機 
                    ［ＩＴＣ：731-TA-1069 Outboard Engines］ 
 
 
      (2) ＡＤサンセット見直し：  
 
           ①商務省：ＡＤサンセット見直し開始の公告 
               70 FR 75 (2005.1.3.),  Effective Date：2005.1.3. 
               ・鉄鋼厚板 
                    ［商務省：A-588-827  Cut-to-Length Carbon Quality Steel Plate］ 
               ・可鍛鋳鉄管継手 
                    ［商務省：A-588-605  Malleable Cast Iron Pipe Fittings］ 
 
           ②ＩＴＣ： ＡＤサンセット見直し開始の公告 
               70 FR 110 (2005.1.3.),  Effective Date：2005.1.3. 
               ・鉄鋼厚板 
                    ［ＩＴＣ：731-TA-820  Cut-to-Length Carbon Steel Plate］ 
 
           ③ＩＴＣ： ＡＤサンセット見直し開始の公告 
               70 FR 113 (2005.1.3.),  Effective Date：2005.1.3. 
               ・可鍛鋳鉄管継手 
                    ［ＩＴＣ：731-TA-279  Malleable Cast Iron Pipe Fittings］ 
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           ④ＩＴＣ： ＡＤサンセット見直し（2004年10月開始分）終結の公告 
                                         （米国国内産業がｻﾝｾｯﾄ見直しへの参加意志を取下げた為、 
                                           ＡＤ税賦課命令撤回 <2004年11月24日付>となったこと 
                                           <前号に既報>による終結） 
               70 FR 2656 (2005.1.14.),  Effective Date：2004.11.24. 
               ・製図機 
                    ［ＩＴＣ：731-TA-432  Drafting Machines］ 
 
           ⑤商務省：ＡＤサンセット見直し（2004年5月開始分）のｽｹｼﾞｭｰﾙ変更（公聴会を2005年 
                      3月2日開催）の公告 
               70 FR 3729 (2005.1.26.),  Effective Date：2005.1.19. 
               ・熱延鋼板 
                    ［商務省：731-TA-807  Hot-Rolled Flat-Rolled Carbon Quality Steel Products］ 
 
 
 
      (3) ＡＤ行政見直し等： 
 
           ①商務省：事情変更によるＡＤ行政見直し最終結果、並びにＡＤ税賦課命令一部撤回の公告 
               70 FR 2608 (2005.1.14.),  Effective Date：2005.1.14. 
               ・表面処理鋼板    
                    ［商務省：A-588-824  Corrosion-Resistant Carbon Steel Flat Products］ 
 
           ②商務省： ＡＤ行政見直し仮結果期限延長（2005年4月1日までに）の公告    
               70 FR 3676 (2005.1.26.),  Effective Date：2005.1.26. 
               ・ボールベアリング 
                    ［商務省：A-588-804  Antifriction Bearings］ 
 
 
 
 
  ２．ＥＵ（２．ＥＵ（２．ＥＵ（２．ＥＵ（Official JournalOfficial JournalOfficial JournalOfficial Journal））））    
        OJ Vol.48 № L 1 ～ L 27 (2005.1.4.～ 2005.1.29.) 
        OJ Vol.48 № C 1 ～ C 24 (2005.1.4.～ 2005.1.29.)    
 
      (1) ＡＤオリジナル調査：  対象案件掲載無し 
 
      (2) ＡＤ見直し等：   
 
           ①放送用ﾃﾚﾋﾞ･ｶﾒﾗ･ｼｽﾃﾑ： 確定ＡＤ税賦課規則（EC № 2042/2000）の一部修正の公告 
              [Television camera systems]        ＊除外対象品目リストの修正（除外品目追加） 
                Council Regulation (EC)№ 84/2005 of 18 January 2005, OJ № L 19/9（2005.1.21.） 
 
           ②紙用黒色色素： AD措置失効の予告（失効予定日＝2005.10.14.） 
              [Black colorformers] 
                Commission Notice № 2005/C 22/04, OJ № C 22/10（2005.1.27.） 
 
 
  
  ３．カナダ（３．カナダ（３．カナダ（３．カナダ（Canada GazetteCanada GazetteCanada GazetteCanada Gazette）））） 
        Vol.139, № 1～№ 5 （2005.1.1.～ 2005.1.29.） 
 
      (1) ＡＤオリジナル調査：  対象案件掲載無し 
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     (2) ＡＤ見直し等：   
 
           ・ステンレス丸棒： ＡＤ措置撤廃の公告（カナダ国内産業の生産取止めの為） 
              [Stainless steel round bar] 
                CITT Interim Review № RD-2004-001, Vol. 139 №5（2005.1.25.）, Dated：2005.1.18. 
 
 
 
  ４．オーストラリア（４．オーストラリア（４．オーストラリア（４．オーストラリア（Australian Customs Australian Customs Australian Customs Australian Customs Dumping NoticesDumping NoticesDumping NoticesDumping Notices））））    
        № 2005/01 ～№ 2005/07  (2005.1.1.～ 2005.1.31.)    
 
      (1) ＡＤオリジナル調査：   
 
           ・鉄鋼厚板： 関税当局の再調査の結果、ｵﾘｼﾞﾅﾙ調査での決定（ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有りと 
                         決定し、それに基づきAD税賦課を決定）を肯定する旨の公告        
              [Hot rolled plate steel] 
                Australian Customs Dumping Notices № 2005/04, 2004.12.24. 
 
      (2) ＡＤ見直し等：対象案件掲載無し  
      
 
 
Ⅲ その他諸国の対日アンチ・ダンピング関連の１月度の情報 
 
       ＊中中中中    国国国国    
            ・光ファイバー： 
                 商務部は1月1日、ＡＤ調査の最終決定（ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り）、並びに 
                 ＡＤ税賦課を公告 
                      （中華人民共和国商務部公告2004年第96号<2005.1.1.>） 
 
            ・トリクロロエチレン： 
                 商務部は1月7日、ＡＤ調査の仮決定（ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ及び損害有り）を公告 
                      （中華人民共和国商務部公告2004年第101号<2005.1.7.>） 
 
       ＊韓韓韓韓    国国国国    
            ・ＰＳ印刷版： 
                  貿易委員会は1月26日、ＡＤ措置失効に関するする見直しの結果、措置撤廃を 
                  財政経済部へ勧告         
 
       ＊インドインドインドインド    
            ・鉛蓄電池： 
                  大蔵省は1月4日、ＡＤ措置の撤廃を決定 
 
            ・ＴＤＩ（ﾄﾘﾚﾝｼﾞｲｿｼｱﾅｰﾄ）： 
                  商工省は1月18日、ＡＤ調査の最終決定（損害なし）を下し、ＡＤ税賦課を 
                  大蔵省へ勧告しない旨を決定 

 
       ＊台台台台    湾湾湾湾    
            ・アート紙： 
                  台湾当局は1月19日、ＡＤ措置失効に関する見直し開始を決定 
 
 

以  上 


